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2004 年４月 30 日 

琉球銀行経済調査室 

 
建 設 関 連 指 標 の 動 向 

 
1. 需要動向 
１－１．建設市場規模 
（１） 建設市場規模の推移 
（２） 建設市場規模の推移（九州、全国との対比） 
（３） 建設市場内訳の対比（九州、全国との対比） 

１－２．分野別の動向 

１－２－１．公共工事 

（１） 予算関係 

（２） 公共工事請負額（月別推移） 

（３） 公共工事請負額（発注者別） 

（４） 公共工事請負額（工種別） 

（５） 公共工事請負額（地区別） 

１－２－２．建築着工動向 

（１） 着工床面積の推移（暦年） 

（２） 最近の着工床面積の増減推移（月次） 

（３） 着工建築別の件数の推移 

１－２－３．新設住宅着工戸数 

（１） 利用関係別着工戸数の推移 

（２） 最近の着工戸数の増減推移（月次） 

（３） 貸家着工戸数の長期推移 

（４） 最近の地区別住宅着工戸数 

（５） 地区別貸家着工戸数の推移 

（６） 資金別・新設住宅着工戸数と床面積の推移 

（７） 民間借家入居数と空家数 

（８） 世帯数増減と婚姻・離婚件数、社会増減人数 

（９） 住宅建設を取り巻く経済環境 

２．建設業 

２－１．建設業許可業者 

（１） 建設業許可業者数（県内）および県発注工事入札参加資格者数の推移 

（２） 経営組織別、資本金階層別業者数 

（３） 建設業許可業者数に占める個人業者の比率 

（４） 業種別許可業者の概要 

２－２．建設業の経営指標 

２－２－１．黒字企業平均（建設業） 

２－２－２．全企業平均（建設業、黒字企業以外も含む） 

（１） 売上高対経常利益率 

（２） 売上高対支払利息割引料 

（３） 当座比率 

（４） 総資本対自己資本比率 

（５） 欠損企業比率 

２－３．建設業の倒産状況 
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沖縄県内の建設工事の出来高

6,770 6,981 7,006 6,911 6,575
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建 設 関 連 指 標 

１．需要動向 

１－１．建設市場規模 

（１）建設市場規模の推移 

 
02 年度：6,575 億円 
（内訳） 
・民 間 居 住 用： 1,691 億円 
・民間非居住用：  618 億円 
・民 間 土 木：  233 億円 
・公 共 建 築： 1,076 億円 
・公 共 土 木： 2,957 億円 

 

（資料） 

 国土交通省 

「建設総合統計」 

（２）建設市場規模の推移：九州、全国との対比 

 

九州、全国は 01年度以降、大幅に減

少 

 

 

 

 

 

（資料） 

 国土交通省 

「建設総合統計」 

 

（３）建設市場内訳の対九州、全国との対比 

 

98～02年度の 5年間 

・ 沖縄県は、全国、九州と比

較すると、公共部門のウエ

ートが大きい。 

 

 

 

（資料） 

 国土交通省 

「建設総合統計」 
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公共工事請負額（月別推移）
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資料：「公共工事動向」（西日本建設業保証株式会社　沖縄支店）
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政府の振興開発事業費等（予算）
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防衛施設庁関連

振興開発事業費（当初予算）
振興開発事業費（補正後）

（注） 04年度は、概算決定額。
　　　 防衛施設庁は、基地周辺対策、施設提供整備、提供施設移転予算の合計。
　　　 99年1月の省庁再編のため99年度以前と2000年度以降の数値は不連続である。

１－２．分野別の動向 

１－２－１．公共工事 

（１）予算関係 

 
04 年度の振興開発事業費 
（当初予算） 
 2,581 億円 
前年度当初比：▲5.5％ 

 
 
 
 
 
（資料） 
 沖縄総合事務局 
 「沖縄県経済の概況」 
 沖縄県基地対策課 
 「沖縄の米軍及び自衛隊基地」 

（２）公共工事請負額 ～ 月別推移 

 

請負額が多い月は９月､３月､

10 月。 

 ただし、03 年度の３月は大

幅な落ち込み。 

 

（資料） 

 西日本建設業保証株式会社 

沖縄支店 

 「公共工事動向」 

 

（３）公共工事請負額 ～ 発注者別 

 

03 年度は、市町村が前年度を上回

り、国、県が前年度を下回った。 

総計では、3,063 億 75 百万円（前

年度：3,267 億 50 百万円）で前年

度比 6.2％減少）。 

 

 

（資料） 

 西日本建設業保証株式会社 

沖縄支店 

 「公共工事動向」 
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公共工事請負額（工種別）
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資料：「公共工事動向」（西日本建設業保証株式会社　沖縄支店）

公共工事請負額（地区別）
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資料：「公共工事動向」（西日本建設業保証株式会社　沖縄支店）

（４）公共工事請負額 ～ 工種別 

 

03 年度は、建築が前年度を大幅に

下回り、土木も下回った。 

 

 

 

 

（資料） 

 西日本建設業保証株式会社 

沖縄支店 

 「公共工事動向」 

 

（５）公共工事請負額 ～ 地区別 

 

03 年度は、南部が前年度を上回っ

たが、北部、中部が前年度を下回

った。 

 

 

（資料） 

 西日本建設業保証株式会社 

沖縄支店 

 「公共工事動向」 
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建築着工件数の推移（居住専用以外は左目盛り）
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１－２－２．建築着工動向 
（１）着工床面積の推移（暦年） 

96年のピークは97年の消費

税率引き上げ前の駆け込み

需要によるものである。 

 

 

 

 

（資料） 

国土交通省 

「建築物着工統計」 

 

（２）最近の着工床面積の増減推移（月次） 
 
足元では非居住用建築物の
着工が前年を上回って推移。 
 
 

 

 

 

 

（資料） 

国土交通省 
「建築物着工統計」 
 
 

(３) 着工建築物の件数の推移 

 

居住専用の件数の減少傾向は、

一戸建て住宅の減少が要因。 

店舗や学校校舎は比較的安定

した動き。 

事務所は減少傾向だが、この

2～3年は下げ止まりつつある。 

 

 

 

 

 

（資料）国土交通省「建築物着工統計」 
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新設住宅着工戸数の推移

0

5000

10000

15000

20000

25000

73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03
（暦年）

（戸）

持家

貸家

分譲
給与

貸家着工戸数の長期推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

60 62 64 66 68 70 72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 00 02
（暦年）

（戸）

（資料）「住宅着工統計」（国土交通省）
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（前年同月比、利用関係別寄与度）
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１－２－３．新設住宅着工戸数 
（１） 利用関係別着工戸数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

近年は持家が減少傾向にあるものの、貸家が増加しており、全体では増加傾向となっている。 
96 年のピークは、消費税率引き上げ（97 年）前の駆け込み需要が影響。 
 （資料）国土交通省「住宅着工統計」 
 

（２）最近の着工戸数の増減推移（月次） 
 
着工戸数の大幅な増減は
主に貸家の増減による。 
最近の貸家着工は減少傾
向がみられる。 
 
 

 

 

 

（資料） 

国土交通省 

「住宅着工統計」 

 

（３）貸家着工戸数の長期推移 

 

貸家着工は、98

年以降、増勢が

続いたが、月次

では足元減少傾

向がみられる。 

 

（資料） 

国土交通省 

「住宅着工統計」 
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地区別貸家着工戸数
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資料：住宅着工統計（国土交通省）
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資料：住宅着工統計（国土交通省）
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資料：住宅着工統計（国土交通省）
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資料：住宅着工統計（国土交通省）
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資料：住宅着工統計（国土交通省）

（４）最近の地区別住宅着工戸数 

 

03 年は、貸家、分譲を中心に浦添市、宜野湾市で

前年を上回った。 

 

 

（資料） 

国土交通省 

「住宅着工統計」 

 

 

（５）地区別貸家着工戸数の推移 

 

貸家は那覇市が97年以降の

増加傾向から03年は減少に

転じた。 

 

 

 

（資料） 

国土交通省 

「住宅着工統計」 
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資金別・新設住宅着工戸数（持家）
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（注）公庫資金は、一部でも公庫資金の融資を受けて建てた場合を含む。

資金別・新設住宅一戸当り床面積（貸家）
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（注）公庫資金は、一部でも公庫資金の融資を受けて建てた場合を含む。
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（注）公庫資金は、一部でも公庫資金の融資を受けて建てた場合を含む。

（６）資金別・新設住宅着工戸数と床面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）国土交通省「住宅着工統計」 
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民間借家入居戸数と空家数（賃貸・売却用）

81.7

0
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120,000

150,000

180,000

83 88 93 98 （年）

（戸数）

70.0

80.0

90.0

100.0
（％）

（資料）「住宅・土地統計調査」（総務省）
（注）各年とも10月1日現在。空家数は統計データの制約上、賃貸だけでなく
　　　分譲用（売却用）を含む。

民間借家入居戸数
（左目盛り）

空家数（左目盛り）

入居率（右目盛り）

世帯数増減と婚姻・離婚件数、社会増減人数

△ 5,000
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(暦年)
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県外転入－転出（人数）

世帯数増減

婚姻

離婚
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1.23

▲3.3

1.96
2.2
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失業率

地価（住宅地）の対前年変動率

金利（住宅資金）

賃上げ率
世帯数増減率

（備考）世帯数は各年10月１日現在の世帯数で比較。地価は県基準地価。金利は
　　　　沖縄振興開発金融公庫の住宅資金の基準金利で、各月初の金利の単純平
　　　　均。賃上げ率は県商工労働部調べ。

(年)

（％）

(７)民間借家入居数と空家数 

 

民間借家入居率は 88 年調査

以降、80％強で推移。 

（注）空家数には､賃貸のほか 

に分譲（売却用）を含む。 

 

 

（資料） 

総務省統計局 

「住宅・土地統計調査報告」 

 

 

（８）世帯数増減と婚姻・離婚件数、社会増減人数 

 

世帯数は、概ね年 1万世帯の

増加を続けている。 

人口は転入超が続いている。 

 

 

（資料） 

沖縄県 

「住民基本台帳」 

｢衛生統計年報(人口動態編)｣  

 

（９）住宅建設を取り巻く経済環境 

 

金利は低水準、地価は下落傾

向が続き、世帯数は堅調な伸

びを持続。賃上げ率は低下傾

向、失業率は改善するも高水

準が続く。 

 

 

（資料） 

沖縄県統計課「「推計人口」、「労

働力調査」、沖縄県土地対策課、

沖縄県行幸労働部、沖縄公庫の

各資料による。 
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経営組織別、資本金階層別業者数

1543

623
827

2315

67(×）

41(○）0
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（業者数）

（注）各年３月末

個人 1000～5000万円未満

500～1000万円未満

500万円未満

1億円以上（○）

5000～1億円未満（×）

個人業者の比率

28.5

23.8
20
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（注）各年3月末

（％）

（年）

沖縄県

全国

建設業許可業者数と公共事業発注実績

5416
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2000
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7000
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業者数（左目盛り）
公共事業発注実績（右目盛り）

（注）許可業者は大臣・知事許可業者数の合計。業者数は年度末（３月）の数値。
　　　公共事業発注実績は、用地・補償費等を含む。03年度は発注予定額。

（03年3月末）

県発注工事の入札参加資格の
県内登録業者数。83年度から各
年実施（左目盛り）。

２．建設業 

２－１．建設業許可業者 

（１） 建設業許可業者数（県内）および県発注工事入札参加資格者数の推移 

 

許可業者数は99年度をピ

ークに減少に転じる。 

 

 

 

（資料） 

沖縄県 

「土木建築要覧」 

沖縄総合事務局 

「沖縄県経済の概況」 

 

（２）経営組織別、資本金階層別業者数 

 

資本金 1000 万円～5000

万円未満の業者が増加 

 

 

 

 

 

（資料） 

沖縄県 

「土木建築要覧」 

 

（３）建設業許可業者数に占める個人業者の比率 

 

沖縄県の個人業者の比率

は全国を上回っている。 

個人業者の比率は、沖縄

県、全国とも低下傾向。 

 

（資料） 

沖縄県 

「土木建築要覧」 

沖縄県建設業協会 

「建設業の現況」 
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（４）業種別許可業者の概要 

 

 

 

 

 

実　　　　　　　　　　　　数 　増　　　減　　　数
全　　　国 沖　　　縄 　　　　全　　　国 　　　　沖　　　縄

91年3月末 00年3月末 03年3月末 91年3月末 00年3月末 03年3月末 91→00年 00→03年 91→00年 00→03年
1 土 木 一 式 134,988 167,891 165,345 2,679 3,380 3,433 32903 ▲ 2546 701 53
2 建 築 一 式 207,171 226,778 205,419 2,084 2,306 2,376 19607 ▲ 21359 222 70
3 大 工 52,118 64,368 62,592 828 1,164 1,264 12250 ▲ 1776 336 100
4 左 官 12,660 16,159 16,488 121 297 428 3499 329 176 131
5 とび・土木・コンクリー 115,477 160,496 162,509 2,719 3,524 3,568 45019 2013 805 44
6 石 28,986 47,476 52,572 2,414 3,182 3,279 18490 5096 768 97
7 屋 根 19,117 27,458 29,443 508 751 868 8341 1985 243 117
8 電 気 40,184 53,743 52,191 654 792 800 13559 ▲ 1552 138 8
9 管 67,121 88,534 90,198 934 1,120 1,419 21413 1664 186 299

10 タイル・レンガ・ブロッ 19,755 27,919 29,051 559 813 935 8164 1132 254 122
11 鋼 構 造 物 33,052 56,855 61,603 503 1,818 2,225 23803 4748 1315 407
12 鉄 筋 6,134 9,960 10,743 97 236 326 3826 783 139 90
13 ほ 装 59,358 87,752 93,076 2,542 3,273 3,325 28394 5324 731 52
14 し ゅ ん せ つ 18,755 33,700 39,042 524 1,261 1,637 14945 5342 737 376
15 板 金 8,522 13,149 14,317 52 179 288 4627 1168 127 109
16 ガ ラ ス 5,763 8,980 10,066 99 228 337 3217 1086 129 109
17 塗 装 23,327 36,896 40,473 350 797 1,066 13569 3577 447 269
18 防 水 7,397 14,977 17,648 108 323 470 7580 2671 215 147
19 内 装 仕 上 39,920 57,026 57,295 775 1,109 1,207 17106 269 334 98
20 機 械 器 具 設 置 13,858 18,050 17,981 104 170 183 4192 ▲ 69 66 13
21 熱 絶 縁 3,615 6,794 8,077 54 185 291 3179 1283 131 106
22 電 気 通 信 7,914 10,847 11,667 85 124 149 2,933 820 39 25
23 造 園 27,106 35,033 35,371 421 571 648 7,927 338 150 77
24 さ く 井 3,054 3,414 3,252 7 7 10 360 ▲ 162 0 3
25 建 具 15,420 20,673 20,787 218 385 505 5,253 114 167 120
26 水 道 施 設 53,869 80,592 86,541 2,574 3,297 3,349 26,723 5,949 723 52
27 消 防 施 設 13,700 16,013 15,568 324 329 323 2,313 ▲ 445 5 ▲ 6
28 清 掃 施 設 866 806 754 13 13 14 ▲ 60 ▲ 52 0 1

合 計 1,039,207 1,392,339 1,410,069 22,350 31,634 34,723 353,132 17,730 9,284 3,089
　1業種 308,257 339,732 296,124 1,771 1,551 1,315 31,475 ▲ 43,608 ▲ 220 ▲ 236
　2業種 100,591 110,645 99,136 454 397 348 10,054 ▲ 11,509 ▲ 57 ▲ 49

取 　3業種 36,327 43,448 41,253 119 95 83 7,121 ▲ 2,195 ▲ 24 ▲ 12
　4業種 21,229 27,468 26,993 75 86 72 6,239 ▲ 475 11 ▲ 14

得 　5業種 17,130 23,368 23,725 732 529 390 6,238 357 ▲ 203 ▲ 139
　6業種 12,832 16,824 17,101 788 720 576 3,992 277 ▲ 68 ▲ 144

業 　7業種 7,244 13,241 14,793 501 722 664 5,997 1,552 221 ▲ 58
　8業種 3,885 8,979 10,951 222 473 548 5,094 1,972 251 75

種 　9業種 2,057 4,867 6,087 106 271 338 2,810 1,220 165 67
10業種 1,444 2,823 3,719 141 191 265 1,379 896 50 74

数 11業種 1,395 2,023 2,455 95 151 177 628 432 56 26
12業種 1,179 2,209 2,623 49 136 167 1,030 414 87 31

別 13業種 624 1,317 1,573 29 73 94 693 256 44 21
14業種 382 765 975 9 50 61 383 210 41 11

業 15業種 201 488 615 13 30 40 287 127 17 10
16業種 168 678 1,001 8 28 28 510 323 20 0

者 17業種 81 252 347 8 16 23 171 95 8 7
18業種 55 263 337 1 22 30 208 74 21 8

数 19業種 60 272 388 6 35 44 212 116 29 9
20業種 131 575 879 4 34 72 444 304 30 38
21業種 59 305 473 4 12 37 246 168 8 25
22業種 73 286 452 4 14 31 213 166 10 17
23業種 22 92 141 0 2 9 70 49 2 7
24業種 6 28 34 0 1 3 22 6 1 2
25業種 3 14 17 0 1 1 11 3 1 0
26業種 2 10 9 0 0 0 8 ▲ 1 0 0
27業種 1 5 6 0 0 0 4 1 0 0
28業種 2 3 3 0 0 0 1 0 0 0

一 般 建 設 業 499,103 577,709 528,981 5,053 5,394 5,158 78,606 ▲ 48,728 341 ▲ 236
特 定 建 設 業 34,618 50,141 50,436 412 1,006 1,128 15,523 295 594 122
合 計 533,721 627,850 579,417 5,465 6,400 6,286 94,129 ▲ 48,433 935 ▲ 114
純 計 515,440 600,980 552,210 5,139 5,640 5,416 85,540 ▲ 48,770 501 ▲ 224
兼 業 業 者 数 101,602 127,971 124,665 1,398 1,494 1,419 26,369 ▲ 3,306 96 ▲ 75

1業者当り取得許可業者数 2.0 2.3 2.6 4.3 5.6 6.4
兼業率（％） 19.7 21.3 22.6 27.2 26.5 26.2

（資料）沖縄県「土木建築要覧」
　　　　　国土交通省「建設統計月報」
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（４）業種別許可業者の概要（続き） 
構　　　　　成　　　　　　比

全　　　国 沖　　　縄
91年3月末 00年3月末 03年3月末 91年3月末 00年3月末 03年3月末

1 土 木 一 式 26.2 27.9 29.9 52.1 59.9 63.4
2 建 築 一 式 40.2 37.7 37.2 40.6 40.9 43.9
3 大 工 10.1 10.7 11.3 16.1 20.6 23.3
4 左 官 2.5 2.7 3.0 2.4 5.3 7.9
5 とび・土 木・ コン クリート 22.4 26.7 29.4 52.9 62.5 65.9
6 石 5.6 7.9 9.5 47.0 56.4 60.5
7 屋 根 3.7 4.6 5.3 9.9 13.3 16.0
8 電 気 7.8 8.9 9.5 12.7 14.0 14.8
9 管 13.0 14.7 16.3 18.2 19.9 26.2

10 タイル・ レン ガ ・ ブロ ック 3.8 4.6 5.3 10.9 14.4 17.3
11 鋼 構 造 物 6.4 9.5 11.2 9.8 32.2 41.1
12 鉄 筋 1.2 1.7 1.9 1.9 4.2 6.0
13 ほ 装 11.5 14.6 16.9 49.5 58.0 61.4
14 し ゅ ん せ つ 3.6 5.6 7.1 10.2 22.4 30.2
15 板 金 1.7 2.2 2.6 1.0 3.2 5.3
16 ガ ラ ス 1.1 1.5 1.8 1.9 4.0 6.2
17 塗 装 4.5 6.1 7.3 6.8 14.1 19.7
18 防 水 1.4 2.5 3.2 2.1 5.7 8.7
19 内 装 仕 上 7.7 9.5 10.4 15.1 19.7 22.3
20 機 械 器 具 設 置 2.7 3.0 3.3 2.0 3.0 3.4
21 熱 絶 縁 0.7 1.1 1.5 1.1 3.3 5.4
22 電 気 通 信 1.5 1.8 2.1 1.7 2.2 2.8
23 造 園 5.3 5.8 6.4 8.2 10.1 12.0
24 さ く 井 0.6 0.6 0.6 0.1 0.1 0.2
25 建 具 3.0 3.4 3.8 4.2 6.8 9.3
26 水 道 施 設 10.5 13.4 15.7 50.1 58.5 61.8
27 消 防 施 設 2.7 2.7 2.8 6.3 5.8 6.0
28 清 掃 施 設 0.2 0.1 0.1 0.3 0.2 0.3

合 計 201.6 231.7 255.4 434.9 560.9 641.1
　1業種 59.8 56.5 53.6 34.5 27.5 24.3
　2業種 19.5 18.4 18.0 8.8 7.0 6.4

取 　3業種 7.0 7.2 7.5 2.3 1.7 1.5
　4業種 4.1 4.6 4.9 1.5 1.5 1.3

得 　5業種 3.3 3.9 4.3 14.2 9.4 7.2
　6業種 2.5 2.8 3.1 15.3 12.8 10.6

業 　7業種 1.4 2.2 2.7 9.7 12.8 12.3
　8業種 0.8 1.5 2.0 4.3 8.4 10.1

種 　9業種 0.4 0.8 1.1 2.1 4.8 6.2
10業種 0.3 0.5 0.7 2.7 3.4 4.9

数 11業種 0.3 0.3 0.4 1.8 2.7 3.3
12業種 0.2 0.4 0.5 1.0 2.4 3.1

別 13業種 0.1 0.2 0.3 0.6 1.3 1.7
14業種 0.1 0.1 0.2 0.2 0.9 1.1

業 15業種 0.0 0.1 0.1 0.3 0.5 0.7
16業種 0.0 0.1 0.2 0.2 0.5 0.5

者 17業種 0.0 0.0 0.1 0.2 0.3 0.4
18業種 0.0 0.0 0.1 0.0 0.4 0.6

数 19業種 0.0 0.0 0.1 0.1 0.6 0.8
20業種 0.0 0.1 0.2 0.1 0.6 1.3
21業種 0.0 0.1 0.1 0.1 0.2 0.7
22業種 0.0 0.0 0.1 0.1 0.2 0.6
23業種 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2
24業種 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1
25業種 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
26業種 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
27業種 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
28業種 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（注)業種別取得業者数は複数業種を取得している業者があるため、構成比の合計は100％を超える。
（資料）沖縄県「土木建築要覧」
　　　　　国土交通省「建設統計月報」
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取得業種別の構成比（03年3月末）
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２－２．建設業の経営指標 

沖縄県 全国
対象期間 Ｈ14.1～12期 Ｈ13.1～12期
区 企業区分 黒字企業平均 黒字企業平均

分 対象企業数 333件 22,220件
平均従業員数 13.5名 12.6名
1企業当り売上高 367,555千円 293,345千円

分析比率名 分析値 分析値

収 総 総資本営業利益率 ％ 5.5 3.1
益 合 総資本経常利益率 ％ 6.0 3.5
性 自己資本利益率（税引前） ％ 17.8 11.4

資 総資本回転率 回 1.8 1.4
本 回 総資本 日 208.3 267.8
回 転 流動資産 日 164.7 178.5
転 期 現金・預金 日 41.2 58.4
率 間 売上債権 日 47.0 57.4

たな卸資産 日 54.8 41.7
その他流動資産 日 21.6 21.0

固定・繰延試算 日 43.6 89.3
有形固定資産 日 33.3 68.8

流動負債 日 110.4 126.1
買入債務 日 45.6 41.8
買入債務（支払基準） 日 67.2 66.3

固定負債 日 30.4 63.2
自己資本 日 67.1 78.5

売 売上高営業利益率 ％ 3.1 2.3
上 売上高経常利益率 ％ 3.4 2.6
高 対 売上総利益率 ％ 15.2 17.7
利 売 材料費 ％ 16.4 18.5
益 上 労務費 ％ 9.7 13.0
率 高 外注加工費 ％ 48.1 41.0

比 経費 ％ 7.7 7.0
率 販売費・一般管理費 ％ 12.0 15.4

販管人件費 ％ 7.3 9.3
営業外収益 ％ 1.1 1.4
営業外費用 ％ 0.8 1.1

支払利息割引料 ％ 0.6 0.8

生 1人当り売上高 千円 2,271 1,941
産 加工高（粗利益）比率 ％ 31.9 37.2
性 1人当り加工高（粗利益） 千円 723 721

1人当り人件費 千円 387 431
労働分配率（限界利益） ％ 53.5 59.8
1人当り総資本 千円 15,551 17,090
1人当り有形固定資産 千円 2,489 4,388
加工高設備生産性 ％ 348.9 197.3
1人当り経常利益（月） 千円 77 49

安 流動比率 ％ 149.1 141.6
全 当座比率 ％ 81.9 93.8
性 預金対借入金比率 ％ 73.1 57.9

借入金対月商倍率 月 1.8 3.2
固定比率 ％ 65.0 113.8
固定長期適合比率 ％ 44.6 63.0
自己資本比率 ％ 32.2 29.3
経常収支比率 ％ 103.1 103.1
実質金利率 ％ 3.9 3.4

債 ギアリング比率 ％ 77.6 118.5
務 自己資本額 千円 67,558 63,062
償 債務償還年数 年 3.6 6.9
還 ｲﾝﾀﾚｽﾄｶﾊﾞﾚｯｼﾞﾚｼｵ 倍 5.6 3.1
能 償却前営業利益 千円 14,432 10,775
力

成 対前年売上高比率 ％ 104.0 100.8
長 経常利益増加額 千円 5,386 777
性

損 損益分岐点売上高 千円 27,332 22,762
益 経営安全率 ％ 10.8 6.9
分 限界利益率 ％ 31.9 37.2
岐 平均固定費 千円 8,709 8,464
点 固定費増加率 ％ 104.9 99.2
分
析

資料：「沖縄県中小企業経営指標」（沖縄県産業振興公社、ＴＫＣ）
　　　　「ＢＡＳＴ（ＴＫＣ経営指標）」（ＴＫＣ全国会）
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支払利息割引料（建設業）
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２－２－１．黒字企業平均（建設業） 

２－２－２．全企業平均（建設業：黒字企業以外も含む） 

（１） 売上高対経常利益率 

 

02 年の売上高対経常利益率は、3.0％で前年比

上昇し、7期連続で全国平均を上回った。 

 

 

 

（資料） 

沖縄県産業振興公社 

「沖縄県中小企業経営指標」 

 
（２） 売上高対支払利息割引料 

 
02 年の売上高対支払利息割引料は、0.7％で前
年比 0.1 ポイント増加したものの、全国平均
を下回った。 
 
 
 

（資料） 

沖縄県産業振興公社 

「沖縄県中小企業経営指標」 
 

（３）当座比率 
 
02 年の当座比率は、79.4％で前年より改善し
たものの、全国平均を下回った。 
 
 
 
 

（資料） 

沖縄県産業振興公社 

「沖縄県中小企業経営指標」 
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自己資本比率（建設業）
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建設業の倒産件数の推移
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（４） 総資本対自己資本比率 

 
02 年の総資本対自己資本比率は、30.3％と前
年より上昇し、全国平均を上回った。 
 
 
 

（資料） 

沖縄県産業振興公社 

「沖縄県中小企業経営指標」 

 

 
（５） 欠損企業比率 

 

02年の欠損企業の比率は16.8％で前年より好

転し、全国平均を大きく下回った。 

 

 

 

（資料） 

沖縄県産業振興公社 

「沖縄県中小企業経営指標」 

 

 

２－３．建設業の倒産状況 

 

倒産件数は 01 年度以降

減少していたが、03年度

は増加に転じた。 

 

（資料） 

東京商工リサーチ 

沖縄支店 

「企業整理倒産状況」 

 
 

 


